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今月号のハイライト:

• 製造中の欠陥や破損は控除できません

• ディーラーへの現金によるサポート

• 財務報告期間を変更する際の30%のCIT削減の
適用に関するガイダンス

• 工場リース活動に対するCITインセンティブ

• 定期預金からの利息収入に対するCITインセン
ティブ

• 顧客の過払いによる収入は、CITインセンティ
ブの対象にはなりません

• 投資期間中の為替差額からの収入は、CITイン
センティブの対象にはなりません

法人所得税

• 社会保険加入手続の変更、社会保険料の滞納・
脱納処理

• ベトナムにおける外国人の入国、出国、通過、
居住の管理に関するいくつかの政策に関する決
議案

• 従業員の報酬を支払う際のPITの源泉徴収

• 商品を宣伝するために個人を雇う場合のPIT

労働税および個人所得税

• 請求書リスクのある企業を特定するための基
準

• 2023年のVAT、CIT、PIT、土地リース料の支
払い期限の延長

税務行政 間接税

• 2023年のVAT減税に関する決議案

• オフショア建設および設置活動に対するVAT

• 納税者が本社を置く場所以外の州での不動産
譲渡のVAT申告と支払い

• 従属支店が使用する請求書に関する規制

• インターネットドメイン名を使用する権利の
譲渡に対するVAT

• 外国の組織に提供されるサービスに対する
VAT

• 投資プロジェクトに対するVAT還付を2段階に
分けて実施

• 非関税地域における建設サービスに対する
VAT還付

• 教育機関に供給される機器に対するVATの

貿易と税関

• 輸出入特殊品のリストの更新

• 通関後の税関監査に関する最新情報

• 輸出品の再輸入には引き続き特別消費税がか
かります

• C/OフォームDの適用上の注意点

• 輸入品を原料とする輸出スクラップは、引き
続き輸出税の対象となります

• ベトナムで得た外国人投資家の収入に二重租
税回避協定を適用する

• 海外市場で商品/サービスを販売する仲介サー
ビスは、外国請負業者の源泉徴収税の対象に
はなりません

外国契約者の源泉徴収税
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税務行政
新しい規制

請求書リスクのある企業を特定するた

めの基準

税務総局は、2023年2月2日付で、納税者

のリスクを評価および請求するための基準

に関する決定第78/QD-TCTを発行し、署名

日から発効し、次のように03のグループ

に分かれています。

• グループI.認証コードなしの電子請求書

の使用から認証コード付きの電子請求

書の使用に切り替える必要がある納税

者を決定するための基準。例:資本金、

所有施設、法定代理人、関連当事者へ

の販売が総収入の50%以上を占めている、

疑わしい取引がある... 

• グループII.納税者を決定する基準は、固

定資産比率/チャーター自己資本比率、

低いVAT額/収益比率など、請求リスク

のレビューおよび検査ウォッチリスト

に含める必要があります。

• グループIII.リスクの請求に関するレ

ビューおよび検査ウォッチリストに含

める必要があるリスクの兆候がある納

税者を選択するための参照基準。

(2023年2月2日付決定第78号/QD-TCT、税務
総局発行)

2023年のVAT、CIT、PIT、土地リース料

の支払い期限の延長

2023 年 4 月 13 日、政府は 2023 年の VAT、

CIT、PIT、および土地リース料の支払い期

限の延長に関する政令第 12/2023/ND-CP 号

を発行しました。

• 延長対象:2022年5月28日付政令第

34/2022/ND-CP号第3条に規定されている

すべての科目について、「ベトナム国家

銀行の規制に従って、Covid-19パンデ

ミックの影響を受けた企業、組織、個人

である顧客を支援するソリューションを

実施する金融機関、外国銀行の支店」を

除き、延長を継続します。

• 延長税には以下が含まれます。

(i) 以下のVAT未払額(輸入VATを除く)

✓ 2023 年 3 月から 2023 年 5 月および 2023 

年の第 1 四半期まで: 06 か月間延長され

ます。

✓ 2023 年 6 月と 2023 年第 2 四半期: 05 か

月間延長されます。

✓ 2023年7月:04ヶ月間延長。

✓ 2023 年 8 月: 03 か月間延長します。

(ii) 2023 年第 1 四半期および第 2 四半期の

一時的な CIT 支払い: 03 か月間延長されま

す。

(iii) 2023年に法人、世帯、個人が支払うべ

き付加価値税(VAT)および個人所得税(PIT)は、

2023年12月30日まで延長される。

(iv)2023年に支払うべき地代:2023年に支払

うべき発生額の50%(2023年5月31日から

2023年11月30日まで)の06か月の延長。

政令は、署名日から2023年12月31日まで発

効します。

(2023年4月13日付政令第12/2023/ND-CP号)
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法人所得税
ガイダンス裁定

製造中の欠陥や破損は控除できません

当社は、CIT法で規定されている破壊事件

を除き、リサイクルできない生産プロセス

中に発生した欠陥または損傷した商品を破

壊した場合、この破壊金額はCITの目的で

損金算入できない費用として扱われます。

(2023年3月20日付税務総局発行のOfficial 

Letter No.796/TCT-CS)

財務報告期間を変更する際の30%のCIT

削減の適用に関するガイダンス

会社が課税期間を暦年(1月1日から12月31

日まで)から会計年度(10月1日から9月30日

まで)に変更する場合、政令第92/2021/ND-

CP号に従って30%の減額の対象となるCIT額

は、2021年1月1日から2021年9月30日まで

の課税期間に発生したCITとなります。

(2023年3月27日付税務総局発行のOfficial 

Letter No.940/TCT-CS)

ディーラーへの現金によるサポート

当社は、ディストリビューター(会社から

直接商品を購入する)とディーラー(ディス

トリビューターを通じて商品を購入する)

のチャネルを通じて消費者に商品を販売し

ます。販売店が会社との合意により販売目

標を達成した場合に、販売代理店を通じて

販売店に現金で支援を行い、会社の従業員

ではない販売店の営業マンに金銭的支援を

行う場合、CIT規則に従って費用を損金算

入できるとみなす正当な根拠はありません。

(2023年3月20日付税務総局発行のOfficial 

Letter No.786/TCT-CS)

工場リース活動に対するCITインセン

ティブ

立地条件(社会経済的条件が良好な地域で

はない工業団地に立地する)によりCITイン

センティブの対象となる投資プロジェクト

があり、IRC上のプロジェクトの目的と規

模に沿った工場をリース(土地を転貸せず

に)する場合、工場リース収入はCITインセ

ンティブを享受できます。

(2023年4月6日付ビンズン省税務局発行の
Official Letter No. 6120/CTBDU-TTHT)
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法人所得税
ガイダンス裁定

定期預金からの利息収入に対するCITイ

ンセンティブ

企業が優遇立地によりCIT優遇措置を享受す

る場合、CIT優遇措置の対象となる所得は、

優遇立地における生産および事業活動から

生じる全所得(優遇地域で発生する銀行定期

預金からの利子を含む)です。

(2023年4月17日付ビンズン省税務局発行の
Official Letter No. 6738/CTBDU-TTHT)

投資期間中の為替差額からの収入は、

CITインセンティブの対象にはなりませ

ん

インセンティブ付き投資プロジェクトが生

産および事業活動に投入される前の投資期

間の為替差からの収入は、この収入はプロ

ジェクトの事業および生産活動からの収入

ではなく、CITインセンティブを受ける権利

はありません。

(2023年3月22日付バクニン省発行書簡第
819号/CTBNI-TTHT)

顧客の過払いによる収入は、CITインセ

ンティブの対象にはなりません

インセンティブのある本業に関連しない顧

客の過払いによる収入は、CITインセンティ

ブを受ける権利がないものとします。会社

は、標準レートでCIT負債を申告および計算

する必要があります。

(2023年3月23日付ビンズン省税務局発行の
Official Letter No. 5280/CTBDU-TTHT)
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間接税
新規制 ガイダンス裁定

2023年のVAT減税に関する決議案

政府は、2023年のVAT削減に関する国会決議

案について、以下のようにパブリックコメン

トを募集しています。

• 10%のVAT税率の対象となる商品および

サービスのVAT率を2%引き下げる(8%に引

き下げる)。

• 収益に対する割合に従ってVATを計算する

事業所は、VATを計算する際に収益に対す

る割合を20%減額する権利があります。

決議は、署名日から2023年12月31日まで発

効する予定です。

(国会決議案)

オフショア建設および設置活動に対する

VAT

海外で行われる建設および設置活動には、

0%のVATが課せられます。仮払消費税の控除

および還付条件は、通達第219/2013/ND-CP号

の第16条および第17条に規定されています。

海外のサプライヤーまたはメーカーから商品

や材料を購入するベトナムの建設請負業者は、

外国の税法を遵守する必要があります。外国

の税法に基づいて課されるそれぞれの仕入

VATは、ベトナムで支払うべき仕入VATに対

して控除されないものとします。

(2023年3月20日付税務総局発行のOfficial 

Letter No. 793/TCT-CS)

納税者が本社を置く場所以外の州での不

動産譲渡のVAT申告と支払い

不動産の譲渡には、通達第219/2013/TT-BTC

号第11条に規定されているように、10%の

VATが課せられます。不動産譲渡の課税価格

は、政令第209/2013/ND-CP号第4条第3項(政

令第12/2015/ND-CP号第3条第3項により補足)

に基づくVAT控除可能な地価を差し引いた譲

渡価格です。

当社は、通達第80/2021/TT-BTC号第13条第1b

項、第2b項、および第3b項に従って、不動

産譲渡に対するVATを申告、計算、割り当て、

および支払うものとします。

(2023年3月20日付ハノイ税務局発行のOfficial 

Letter No. 12765/CTHN-TTHT)
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間接税
ガイダンス裁定

従属支店が使用する請求書に関する規制

企業が従属支店が通達80/2021/TT-BTC第13条

第4項に規定された条件を満たす商品を直接

販売する場合、当該従属支店は、その支店名、

住所、税コードで電子請求書を使用するため

に、監督税務当局に登録するものとします。

それ以外の場合、従属ユニットは会社名で購

入者に電子請求書を発行します。

(2023年3月20日付ハノイ税務局発行のOfficial 

Letter No. 12768/CTHN-TTHT)

外国の組織に提供されるサービスに対す

るVAT

企業が海外の事業体に直接サービスを提供し、

サービスの利用場所がベトナム国外にある場

合、サービスが通達219/2013/TT-BTC第9条第

2b項に規定された条件を満たし、通達

130/2016/TT-BTC第1条第2項に該当しない場

合、会社は0%のVATを適用できます。

企業が海外企業に直接サービスを提供し、

サービスの利用場所がベトナム国外にない場

合、そのサービスは0%のVATの対象にはなり

ません。

(2023年3月20日付ハノイ税務局発行のOfficial 

Letter No. 12772/CTHN-TTHT)
インターネットドメイン名を使用する権

利の譲渡に対するVAT

関連する規制に従ってインターネットドメイ

ン名を使用する権利を譲渡する企業は、請求

書を発行し、申告し、10%のVATを支払う必

要があります。

(2023年3月27日付ハノイ税務局発行のOfficial 

Letter No. 14845/CTHN-TTHT)



Tax & Customs Newsletter| April 2023 | Page 8

Contact
Website: deloitte.com/vn
Email: deloittevietnam@deloitte.com

For reference only, not for distribution or sale

間接税
ガイダンス裁定

投資プロジェクトに対するVAT還付を2段

階に分けて実施

複数の投資項目を含む 2 つのフェーズに分か

れており、投資段階にある新しい投資プロ

ジェクトを持つ企業は、次の場合に VAT の

還付を請求できます。

• 事業活動の支払VATに対する控除後の投資

プロジェクトの残りの投入VATは、3億ド

ン以上です。

• 条件付き産業内の投資プロジェクトに対

する税額控除と還付の条件が満たされた

場合、プロジェクトは規則に基づいて税

還付を受ける権利があります。

(2023年3月20日付税務総局発行のOfficial 

Letter No. 804/TCT-CS)

非関税地域における建設サービスに対す

るVAT還付

非関税地域で建設サービスを提供する企業が、

通達第219/2013/TT-BTC号第9条第2項に規定

された条件を満たした場合、その取引は輸出

サービスと見なされ、0%のVAT税率が適用さ

れます。

サービスが輸出サービスとして認定され、企

業が月/四半期に未払いの仕入VAT額が3億

VND以上である場合、通達第219/2013/TT-BTC

号第16条に規定された条件と手順を満たして

いれば、VATは毎月または四半期ごとに還付

を申請できます。

(2023年3月30日付ハノイ税務局発行のOfficial 

Letter No. 15743/CTHN-TTHT)

教育機関に供給される機器に対するVAT

の

通達第219/2013/TT-BTC号第5条第12項に基づ

き、教育機関に教育、研究、科学実験用の特

殊な機器およびツールを提供する会社は、

5%の付加価値税を適用できます。

(2023年3月27日付ハノイ税務局発行書簡第
14844号/CTHN-TTHT)
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社会保険加入手続の変更、社会保険料の

滞納・脱納処理

第8条、第2条、決定番号490 / QD-BHXHの修

正によると、従業員からフォームTK1-TSを受

け取った後、会社はフォームTK3-TS、フォー

ムD02-LTを含む書類を作成する責任がありま

す。会社の情報と従業員のファイルの調整に

関連する所轄官庁の文書のコピーを同封。社

会保険庁にソフトコピーを送付するか、労働

契約に署名した日から30日以内にオンライン

で送信し、採用決定を行います。

企業が社会保険料の支払いを2か月以上滞っ

た場合、コレクション-帳簿およびカード管

理部門/チームの担当者は10日ごとに通知書

を送付し、通知書を2回送付しても会社がま

だ支払っていない場合、企業は予定外検査リ

ストに入れられます(第9項、第2条)。

この決定は、2023年4月1日から発効します。

(2023年3月28日付ベトナム社会保険決定第
490号/QD-BHXH)

労働税および個人所得税
新しい規制
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ベトナムにおける外国人の入国、出国、

通過、居住の管理に関するいくつかの政

策に関する決議案

政府は、公安省に、外国人の移民管理に関す

るいくつかの政策について、第5回会期(2023

年5月)の共同決議の検討と盛り込みのために

国会に提出する手続きを完了するための主要

な責任を引き受け、法務省と調整することを

任命しました。

• すべての国と地域の市民に電子ビザを付

与します。

• 電子ビザの有効期間を30日から3ヶ月に延

長し、1回または複数回有効とする。

• 一方的な査証免除を受ける者に対し、国

境ゲートで一時滞在証明書を交付する期

限を15日から45日に延長する。

(2023年3月31日付政府決議第46号/NQ-CP)

労働税および個人所得税
新規制 ガイダンス裁定

従業員の報酬を支払う際のPITの源泉徴

収

2013年8月15日付通達第111/2013/TT-BTC号

第2条第2項に基づく課税所得は、雇用主が

現金または現物で支払う、優れた業績を達

成した従業員の報酬です。雇用主は、従業

員に所得を支払う前に、個人所得権を源泉

徴収し(3ヶ月以上の労働契約がある場合は

累進税率による)、税務当局に個人所得権を

申告しなければなりません。

(2023年4月10日付ハノイ税務局発行の
Official Letter No. 20479/CT-TTHT)

商品を宣伝するために個人を雇う場合

のPIT

会社は、自社製品を宣伝するために個人を

雇う契約を結び、PITの責任は次のとおりで

す。

個人が事業者登録を持っていない場合、広

告からの収入は賃金と給与に関する規制に

従って課税されます。会社は、通達第

111/2013/TT-BTC号第25条の規定に従い、累

進率(3ヶ月以上の労働契約がある場合)また

は10%(労働契約がない場合、または労働契

約が3ヶ月未満の場合)に従ってPITを源泉徴

収するものとします。

個人が事業者登録をしている場合、広告収

入は事業所得であり、通達第40/2021/TT-

BTC号付録I第10条に従って課税されます

(5%のVATおよび2%のPITを含む)。

(2023年2月28日付ハノイ税務局発行の
Official Letter No. 8205/CTHN-TTHT)
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外国契約者の源泉徴収税
ガイダンス裁定

ベトナムで得た外国人投資家の所得に

対する二重租税回避協定(DTA)の適用

外国の請負業者は、ベトナム企業との契約

に基づいてベトナムでサポートおよびト

レーニングサービスを提供することで収入

を得ており、このサービスはVATおよびCIT

を含むFCWTの対象となります。

外国請負業者が両国間のDTAに規定されて

いるベトナムの恒久的施設を構成しない場

合、CITの金額は免除されます(VATの金額は

免除されません)。

外国請負業者または外国請負業者によって

承認された組織/個人は、財務省が発行した

2021年9月29日付通達第80/2021/TT-BTC号第

62条第1項に従って通知書類を作成するもの

とします。

(2023年4月7日付ビンズン省税務局発行の
Official Letter No. 6239/CTBDU-TTHT)

海外市場で商品/サービスを販売する仲

介サービスは、外国請負業者の源泉徴

収税の対象にはなりません

ベトナム企業は、外国企業と契約を締結し、

外国パートナーを雇って仲介サービスを実

行し、ベトナム企業の製品やサービスを海

外市場で販売し、財務省が発行した通達第

103/2014/TT-BTC号第2条に従って、仲介

サービスは外国請負業者の源泉徴収税の対

象となりません。

(2023年4月7日付ビンズン省発行のOfficial 

Letter No. 6241/CTBDU-TTHT)
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貿易と税関
新しい規制 注目すべきニュース

通関後の税関監査に関する最新情報

世界経済の複雑で不安定な状況により、ベ

トナムの多くの主要産業が影響を受けてい

ます。企業を支援するために、税関総局は、

通関後税関監査(PCA)活動の変更に関するガ

イダンスを次のように作成しました。

• 2023年のPCA計画下にある企業のPCAは、

必須の理由なしに実施してはならない。

• PCA活動を担当する税関職員の訓練と技

術的能力の強化、リスクと違反のトピッ

ク別のPCA計画の研究開発を優先する必

要があります。

• 2019 年 3 月 21 日付の決定 No. 575/QD-

TCHQ を置き換えるために、更新された

PCA プロセスの開発を完了する必要があ

ります。

(2023年4月18日付税関総局発行のOfficial 

Letter No. 1796/TCHQ-KTSTQ)

輸出入特殊品のリストの更新

2023 年 3 月 31 日、商工省は通達第

08/2023/TT-BCT 号を発行し、以下を含む特

別な輸出入品のリストを更新しました。

• 輸入が禁止されている消耗品、医療機器、

中古車のHSコードのリストと詳細(通達

No.12/2018/TT-BCTの付録Iを置き換えま

す)。

• 一時的な輸入-再輸出取引および商人取引

を一時的に停止された商品のHSコードの

リストと詳細(通達第12/2018/TT-BCT号の

付録IIに代わるもの)。

• 輸出された水稲および米のHSコード別詳

細リスト(通達第41/2019/TT-BCT号の付録I

を置き換える)。

• たばこ成分および紙巻きたばこのHSコー

ド別詳細リスト(通達第41/2019/TT-BCT号

の付録VIに代わるもの)。

• たばこ産業に特化した機械設備のHSコー

ド別の詳細なリスト(通達第41/2019/TT-

BCT号の付録VIIに代わるもの)。

本回覧は、2023年5月16日より施行します。

(2023年3月31日付商工省通達第08/2023/TT-

BCT号)
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貿易と税関
ガイダンス裁定

C/OフォームDの適用上の注意点

ATIGA加盟国は、2023年3月31日まで、2017 

HSコードを使用したC/O(ハードコピーC/O、

電子C/O、原産地証明書を含む)を受け入れ

るものとします。2023年4月1日以降、申告

には2022年のHSコードを使用する必要があ

ります。

遡及的に発行された無効なC/Oについて(13

番目のボックス「遡及的に発行」にチェッ

クを入れないままにします):

• 電子C/Oは、有効性の審査と税関申告書

およびその他の輸入書類との照合により、

商品の原産地に疑いがない場合に受け入

れられます。

• ハードコピーの C/O は、この段階では拒

否されません。代わりに、税関監督管理

局に報告され、検証されます。

(2023年3月15日付税関総局発行のOfficial 

Letter No. 1163/TCHQ-GSQL)

輸出品の再輸入には引き続き特別消費

税がかかります

一旦輸出され、その後ベトナムに再輸入さ

れた物品は、特別消費税(対象となる場合)

を免除されない。したがって、企業はその

ような商品を再輸入する際に特別消費税を

申告して支払う必要があります。

(税関総局発行の2023年4月4日付Official 

Letter No. 1500/TCHQ-TXNK)

輸入品を原料とする輸出スクラップは、

引き続き輸出税の対象となります

税関総局は、企業が輸入材料に由来するス

クラップを輸出する場合、そのような商品

は依然として輸出税の対象であり、免税の

対象とは見なされないと考えています。

(税関総局発行2023年3月29日付Official Letter 

No. 1400/TCHQ-GSQL)
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